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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期
第１四半期
連結累計期間

第113期
第１四半期
連結累計期間

第112期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高（百万円） 19,522 48,168 83,367

経常利益（百万円） 442 1,460 2,138

四半期（当期）純利益（百万円） 109 539 1,035

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△218 2,235 1,925

純資産額（百万円） 16,315 44,376 18,462

総資産額（百万円） 61,788 139,504 65,269

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
2.34 5.07 22.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 5.06 22.02

自己資本比率（％） 27.1 30.4 28.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第112期第１四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当社グループは、平成25年４月１日に三菱重工業株式会社のフォークリフト事業を承継いたしました。この結果、当

社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び当社の子会社40社（うち連結子会社34社）と関係会社７社（う

ち持分法適用会社１社）により構成されることとなりました。当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業

の内容について、重要な変更はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成25年２月６日に締結した吸収分割契約書に基づき、平成25年４月１日付で三菱重工業株式会社（以下、

「三菱重工」という。）のフォークリフト事業を承継いたしました。これに伴い、当社は平成25年４月１日付で「ニチ

ユ三菱フォークリフト株式会社」に商号変更いたしました。また、三菱重工の持分法適用関連会社であった当社は三

菱重工の連結子会社となっております。また、三菱重工業株式会社の保有していたMitsubishi Caterpillar Forklift

America Inc.他15社(内、特定子会社はMitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.、Mitsubishi Caterpillar

Forklift Europe B.V.、Rocla Oy、三菱重工叉車（大連）有限公司）の株式または持分を取得し、連結の範囲に含めて

おります。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、新興国での景気下振れが懸念されたものの、東南アジアは緩やか

な成長を維持し、中国も成長は鈍化しつつも日中情勢の緊張が若干緩和するなどでフォークリフト需要は堅調に推

移しました。欧州地域では、厳しい財政・金融情勢が続き、景気後退が予想以上に深刻化する中、需要も低迷しまし

た。また、米国では経済の拡大傾向が鈍化した影響により、需要はほぼ横ばいで推移しました。一方、国内経済は予想

以上の回復を見せましたが、フォークリフト需要は前年割れとなりました。

　このような状況下、当社は本年４月１日に三菱重工業株式会社のフォークリフト事業との統合によって発足した

新会社として、シナジー効果の早期創出に努めております。

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結売上高は、欧州地域での需要低迷の影響を受けたものの、

米国、東南アジア、国内の各地域が増加し、前年同期比146.7％増の481億６千８百万円となりました。なお、海外売上

高比率は63.3％（前年同期は10.9％）となりました。

　利益面では、統合関連費用の追加計上はあったものの、グローバルな生産再編の推進をベースに、固定費抑制、コス

ト低減等に努めました結果、営業利益は前年同期比273.9％増の14億４千６百万円、経常利益は同230.2％増の14億

６千万円となりました。また、法人税、住民税及び事業税の増加がありましたが、四半期純利益は前年同期比390.2％

増の５億３千９百万円となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。なお、従来、「国内フォークリフト事業」「海外事業」「物流システ

ム事業」及び「その他事業」に区分しておりましたが、当期より「国内事業」「海外事業」に変更しております。

このため、前年同四半期比は変更後のセグメント区分によっております。

〔国内事業〕

　国内事業は、需要の取り込みによる新車の拡販、サービス等の着実な売上増に努めました。また、三菱重工業株式会

社からのフォークリフト事業承継の結果、当事業の売上高は前年同期比1.6％増の176億５千６百万円、セグメント

利益は同241.9％増の９億２千５百万円となりました。

〔海外事業〕

　海外事業は、三菱重工業株式会社からのフォークリフト事業承継の結果、欧州地域での需要低迷の影響を受けたも

のの、米国、東南アジアの各地域が増加し、売上高は前年同期を283億７千４百万円上回る305億１千１百万円、セグ

メント利益は同348.6％増の５億２千１百万円となりました。
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(2）財政状態の分析

　前連結会計年度との比較におきましては、三菱重工業株式会社からのフォークリフト事業承継が変動の主な要因

となっております。

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は885億１千４百万円（前連結会計年度末比164.1％増）と

なり、549億９千３百万円増加しました。主な要因は、受取手形及び売掛金、商品及び製品等の増加によるものであり

ます。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は509億９千万円（前連結会計年度末比60.6％増）となり、

192億４千１百万円増加しました。主な要因は、建物及び構築物、機械装置及び運搬具等の増加によるものでありま

す。

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は752億４千５百万円（前連結会計年度末比118.4％増）と

なり、407億９千万円増加しました。主な要因は、支払手形及び買掛金、短期借入金等の増加によるものであります。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は198億８千２百万円（前連結会計年度末比61.0％増）と

なり、75億２千９百万円増加しました。主な要因は、長期借入金およびその他に含まれるリース債務等の増加による

ものであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は443億７千６百万円（前連結会計年度末比140.4％増）とな

り、259億１千４百万円増加しました。主な要因は、資本剰余金325億４千２百万円の増加、利益剰余金79億９千１百

万円の減少、少数株主持分21億９千７百万円の増加等によるものであります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の28.7％から30.3％になりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、７億４千７百万円であります。なお、

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5）従業員数

　連結会社の状況

　 平成25年６月30日現在

従業員数（人） 5,404 　

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．前連結会計年度末に比し、従業員数が2,432人増加したのは、三菱重工業株式会社からのフォークリフト事業

承継等に伴い、国内事業で112人、海外事業で2,320人増加しております。
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(6）主要な設備

①主要な設備の取得

　当第１四半期連結累計期間において、海外事業の設備が著しく増加しました。これは平成25年４月１日付で三菱重

工業株式会社のフォークリフト事業を承継したことによるものです。

　当第１四半期連結累計期間において、三菱重工業株式会社より承継した主要な設備状況は以下のとおりでありま

す。

平成25年６月30日現在

会社名
事業所名

セグメントの
名称 設備の内容

帳簿価額（単位：百万円） 従業
員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具 土地

工具、器具及
び備品 合計

Mitsubishi
Caterpillar
Forklift
America Inc.

海外事業

フォークリフト
等の製造・販売
・サービス業務
設備

1,6862,934 436 89 5,1471,089

Mitsubishi
Caterpillar
Forklift Europe
B.V.

〃
フォークリフト
等の販売・サー
ビス業務設備

841 67 488 298 1,696303

Rocla Oy 〃

フォークリフト
等の製造・販売
・サービス業務
設備

803 2,800 120 － 3,724546

三菱重工叉車（
大連）有限公司

〃
フォークリフト
製造設備

1,441 751 － 230 2,422305

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．記載金額には消費税等は含まれていません。

　

②主要な設備計画の完了

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第１四半期連結累計期間に完了したものは次のとおりであ

ります。

会社名
事業所名

所在地
セグメントの
名称

設備の内容
投資総額
（百万円）

資金調達方法 完了及び稼動

当社
京都工場

京都府
長岡京市

国内事業
エンジンフォーク
リフト製造設備

397 自己資金 平成25年５月
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 107,725,256

Ａ種種類株式 32,274,744

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,191,269 74,191,269
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

Ａ種種類株式 32,274,744 32,274,744 非上場
単元株式数

１株（注）

計 106,466,013 106,466,013 － －

（注）Ａ種種類株式の内容は、次のとおりであります。

１．剰余金の配当

当会社は、剰余金の配当を行う場合には、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株式を

有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）またはＡ種種類株式の登録株式質権者（以下「Ａ種種類登録株式質権

者」という。）に対し、Ａ種種類株式１株につき、普通株式１株当たりの配当金にその時点における取得比率（第５項

②において定める。以下同じ。）を乗じて得られる金額（１円未満の端数を切り捨てるものとする。）を、普通株式を有

する株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）と

同順位で、金銭により支払う。

２．残余財産の分配

当会社は、残余財産の分配をする場合には、Ａ種種類株主またはＡ種種類登録株式質権者に対し、Ａ種種類株式１株に

つき、普通株式１株当たりの残余財産にその時点における取得比率を乗じて得られる金額（１円未満の端数を切り捨

てるものとする。）を、普通株主または普通登録株式質権者と同順位で、金銭により分配する。

３．普通株式を対価とする取得請求権

①　Ａ種種類株主は、当会社に対し、平成45年（2033年）５月30日までの間（以下「転換請求期間」という。）、いつで

も、当会社がＡ種種類株式を取得するのと引換えに、普通株式を交付することを請求することができる。この場合、Ａ

種種類株式の取得と引換えに交付すべき当会社の普通株式の数は、Ａ種種類株式１株につき、当該請求があった日に

おける取得比率に相当する数とする。なお、Ａ種種類株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数の算出に当たっ

て、１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に規定する金銭は交付しな

いものとする。

②　取得比率は、１とする。但し、以下に掲げる事由が発生した場合には、取得比率は、それぞれ以下の定めに従い調整さ

れるものとする。

(a) 株式の分割または併合が行われた場合

当会社が普通株式につき株式の分割または併合を行った場合における取得比率は、以下の算式により調整され

る。

調整後取得比率 ＝ 調整前取得比率 ×
株式の分割または併合の効力発生直後の発行済普通株式の数

株式の分割または併合の効力発生直前の発行済普通株式の数

調整後取得比率の適用開始日は、株式の分割の場合はその基準日の翌日、株式の併合の場合は株式の併合の効力

発生日とする。
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(b) 普通株式の発行等が行われた場合

当会社が、下記に定める普通株式の時価に0.9を乗じた額を下回る払込金額をもって、普通株式を発行しまたは保

有する当会社の普通株式を処分（株式無償割当てを含み、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本②において同じ。）の取得による場合、普通株式を目

的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしくは会社分割により普通株式を交付する場合を

除く。以下「普通株式の発行等」という。）する場合における取得比率は、以下の算式により調整される。

調整後

取得比率
＝

調整前

取得比率
×

普通株式の時価 ×

普通株式の発行等の後における

発行済普通株式

(自己株式を除く。)の数

普通株式

の時価
×

普通株式の発行等の前に

おける発行済普通株式

(自己株式を除く。)の数

＋

普通株式の発行等により新

たに交付された普通株式１

株当たりの払込金額

×

普通株式の発行等により新

たに交付された普通株式の

数

本項において、「普通株式の時価」とは、(i)当該普通株式の発行等の基準日（基準日がない場合は、普通株式の

発行または処分についてはその払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）、無償割当てにつ

いてはその効力発生日とする。以下「調整基準日」という。）において当会社の普通株式が上場している場合に

は、調整基準日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」とい

う。）における当会社の普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値に相当する金額（１円未満の

端数については、小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）をいうものとし、(ii)調整基準日に

おいて当会社の普通株式が上場していない場合には、調整基準日において以下の算式により算出される当会社の

１株当たり簿価純資産額（連結ベース）をいうものとする。

当会社の１株

当たり簿価純資産額

(連結ベース)

＝

最終の連結貸

借対照表に基

づく純資産額

－ (

剰余金の配当または自己株式の

取得により当該連結貸借対照表

の会計期間の末日経過後に支払

われた金銭の額

＋

新株式申込証拠金

および自己株式申

込証拠金

＋
新株

予約権
＋
少数株主

持分
)

発行済普通株式

(自己株式を除く。)の数
＋

発行済Ａ種種類株式

(自己株式を除く。)の数
× 取得比率

なお、調整後取得比率の適用開始日は、調整基準日の翌日とする。

(c) 上記(a)または(b)に掲げる場合のほか、合併、会社分割または株式交換による株式の発行または処分、新株予約権

の発行または無償割当てその他上記(a)および(b)に類する事由の発生により取得比率の調整を必要とする場合

には、その後の取得比率は、合理的に調整される。

(d) 上記(a)または(b)で使用する「調整前取得比率」は、調整後取得比率を適用する直前において有効な取得比率と

する。

４．普通株式を対価とする取得条項

当会社は、転換請求期間経過後いつでも、別途取締役会が定める日の到来をもって、当該日における発行済Ａ種種類株

式（自己株式を除く。）の全部または一部を取得し、これと引換えに、Ａ種種類株式１株につき、その時点における取

得比率に相当する数の普通株式を交付することができる。

５．現金を対価とする取得条項

当会社は、いつでも、当会社の取締役会が別に定める日の到来をもって、Ａ種種類株式の全部または一部を取得するこ

とができる。この場合、当会社は、取得するＡ種種類株式と引換えに、当該日における分配可能額を限度として、Ａ種種

類株主に対して、Ａ種種類株式１株につき、普通株式の時価に取得比率を乗じて得られる額の金銭を交付する。

本項において、「普通株式の時価」とは、(i)取締役会が当該取得を決定した日（以下「取得決定日」という。）にお

いて当会社の普通株式が上場している場合には、取得決定日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値に相当する金額（１円未満の端数につ

いては、小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）をいうものとし、(ii)取得決定日において当会社

の普通株式が上場していない場合には、取得決定日において以下の算式により算出される当会社の１株当たり簿価純

資産額（連結ベース）をいうものとする。
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当会社の１株

当たり簿価純資産額

(連結ベース)

＝

最終の連結貸借対

照表に基づく純資

産額

－ (

剰余金の配当または自己株式

の取得により当該連結貸借対

照表の会計期間の末日経過後

に支払われた金銭の額

＋

新株式申込証拠金

および自己株式申

込証拠金

＋
新株

予約権
＋
少数株主

持分
)

発行済普通株式

(自己株式を除く。)の数
＋

発行済Ａ種種類株式

(自己株式を除く。)の数
× 取得比率

６．議決権

Ａ種種類株主は、当会社の株主総会において議決権を有しない。

７．種類株主総会の決議

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令において要求される場合を除き、Ａ種種

類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

８．株式の併合または分割、募集株式等の割当て等

当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種種類株式について株式の併合または分割を行わない。当会社は、

Ａ種種類株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年４月１日

（注）
59,488,181106,466,013 － 4,890 － 3,299

（注）三菱重工業㈱に対し、平成25年４月１日付にて、会社分割の対価として普通株式27,213,437株及びＡ種種類株式

32,274,744株の合計59,488,181株を割当交付しております。

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　76,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　46,786,000 46,786 －

単元未満株式 普通株式   　115,832 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 46,977,832 － －

総株主の議決権 － 46,786 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれてお

ります。

２．三菱重工業㈱に対し、平成25年４月１日付にて、会社分割の対価として普通株式27,213,437株を割当交付し

ております。

３．上記２．の結果、平成25年４月１日付にて、普通株式の発行済株式総数は74,191,269株となっております。

４．また、上記２．の結果、三菱重工業㈱の持株数は、36,613,437株（持分比率49.35％／議決権比率49.47％）と

なり、当社の親会社となりました。

　

②【自己株式等】

　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北関東ニチユ㈱
栃木県宇都宮市川

田町793-３
5,000 － 5,000 0.01

ニチユ三菱フォー

クリフト㈱

京都府長岡京市東

神足２丁目１－１
71,000 － 71,000 0.15

計 － 76,000 － 76,000 0.16

　（注）　当第１四半期会計期間末日現在の所有株式数の合計は、北関東ニチユ㈱名義5,000株、ニチユ三菱フォークリフト

㈱名義72,000株、計77,000株であります。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,933 8,719

受取手形及び売掛金 ※2
 21,118

※2
 36,347

商品及び製品 3,288 18,685

仕掛品 1,664 5,540

原材料及び貯蔵品 453 12,287

その他 3,222 7,424

貸倒引当金 △159 △490

流動資産合計 33,521 88,514

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,587 11,685

機械装置及び運搬具（純額） 9,714 16,610

土地 4,775 5,819

その他（純額） 926 2,465

有形固定資産合計 22,003 36,580

無形固定資産

のれん － 1,660

その他 694 2,175

無形固定資産合計 694 3,836

投資その他の資産

投資有価証券 5,204 4,795

その他 4,184 6,115

貸倒引当金 △338 △338

投資その他の資産合計 9,050 10,572

固定資産合計 31,748 50,990

資産合計 65,269 139,504

EDINET提出書類

ニチユ三菱フォークリフト株式会社(E02136)

四半期報告書

11/22



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 19,893

※2
 31,353

短期借入金 8,200 24,032

未払法人税等 810 660

賞与引当金 1,774 934

役員賞与引当金 78 12

製品保証引当金 － 2,372

係争関連損失引当金 － 138

その他 3,696 15,740

流動負債合計 34,454 75,245

固定負債

長期借入金 3,709 8,767

退職給付引当金 8,236 9,179

役員退職慰労引当金 11 8

その他 395 1,926

固定負債合計 12,353 19,882

負債合計 46,807 95,127

純資産の部

株主資本

資本金 4,890 4,890

資本剰余金 3,299 35,842

利益剰余金 9,303 1,311

自己株式 △32 △32

株主資本合計 17,461 42,012

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,097 1,043

為替換算調整勘定 185 △600

その他の包括利益累計額合計 1,282 443

新株予約権 15 20

少数株主持分 △296 1,900

純資産合計 18,462 44,376

負債純資産合計 65,269 139,504
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 19,522 48,168

売上原価 15,126 36,708

売上総利益 4,395 11,459

販売費及び一般管理費 4,008 10,012

営業利益 386 1,446

営業外収益

受取利息 7 16

受取配当金 37 42

為替差益 － 70

持分法による投資利益 41 15

その他 56 70

営業外収益合計 142 214

営業外費用

支払利息 27 179

為替差損 20 －

その他 38 21

営業外費用合計 87 201

経常利益 442 1,460

特別利益

固定資産売却益 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失

固定資産処分損 29 31

投資有価証券評価損 35 －

特別損失合計 65 31

税金等調整前四半期純利益 377 1,433

法人税、住民税及び事業税 523 961

法人税等調整額 △116 △116

法人税等合計 406 844

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△29 588

少数株主利益又は少数株主損失（△） △139 49

四半期純利益 109 539
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△29 588

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △298 △73

為替換算調整勘定 107 1,719

持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

その他の包括利益合計 △189 1,646

四半期包括利益 △218 2,235

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △94 2,097

少数株主に係る四半期包括利益 △124 138
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、三菱重工業株式会社のフォークリフト事業（同社の子会社を含む）を承継し

たことに伴い、当社は同社の連結子会社となりました。その結果、Mitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.

他15社（内、特定子会社はMitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.、Mitsubishi Caterpillar Forklift

Europe B.V.、Rocla Oy、三菱重工叉車（大連）有限公司）は当社の連結子会社となりました。また、三菱重工業株式

会社のフォークリフト事業を承継したことに伴う企業規模の拡大により重要性が低下したため、力至優香港有限公

司他３社を連結子会社から除外しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、北関東ニチユ㈱他３社及び㈲千冨士オート他１社（持分法適用非連結子会社）は、

平成25年４月１日付の三菱重工業株式会社のフォークリフト事業承継により、重要性が乏しくなったため、持分法適

用の範囲から除外しております。

　

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

（会計処理基準に関する事項）

　三菱重工業株式会社のフォークリフト事業承継によりMitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.他15社を連

結の範囲に含めた際、以下の会計処理を採用しております。

(1) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込み年数で原則として均等償却しております。

(2) 製品保証引当金

引渡後の製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の製品保証費用を見積り、計上しておりま

す。

(3) 係争関連損失引当金

係争関係の損害賠償等の支出に備えるため、損害賠償等の見積額を計上しております。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形割引高 7百万円 －百万円

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。
　

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 466百万円 373百万円

支払手形 591 488
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費は、次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 901百万円 2,119百万円

のれんの償却費 － 368

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．配当に関する事項

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 281 6 平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当に関する事項

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 328 7 平成25年３月31日平成25年６月28日利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成25年４月１日付で、三菱重工業株式会社から会社分割によりフォークリフト事業を承継いたしまし

た。この結果、当第１四半期連結会計期間において資本剰余金が325億４千２百万円増加し、利益剰余金が79億９

千１百万円減少しました。その結果、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金は358億４千２百万円、利

益剰余金は13億１千１百万円となりました。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

（吸収分割による事業承継）

　当社は、平成25年２月６日に締結した吸収分割契約書に基づき、平成25年４月１日付で三菱重工業株式会社（以下、

「三菱重工」という。）のフォークリフト事業を承継いたしました。これに伴い、当社は平成25年４月１日付で「ニチ

ユ三菱フォークリフト株式会社」に商号変更いたしました。また、三菱重工の持分法適用関連会社であった当社は三菱

重工の連結子会社となっております。

１．本件会社分割の目的

　当社と三菱重工が事業を統合することで、部分的な協業では実現できなかった商品ラインナップの充実、販売ルート

の共通化・最適化、効率化且つ市場のニーズに即した製品開発、原材料の調達と生産の最適化、グループ全体での人員

配置や設備投資の最適化、等の効果が見込まれ、グローバルな競争力を強化することが可能となります。また、機動的か

つ柔軟に対応できる組織構造に転換し、当社と三菱重工の開発技術の融合や新事業領域への展開を図り、今後一層の事

業強化と成長分野への取り組みを加速し、フォークリフト事業で世界第三位グループとなる企業を構築し、グローバル

なリーディングカンパニーを目指します。

２．本件会社分割による事業の要旨

（１）日程

取締役会決議日 平成25年２月６日

吸収分割契約書及び統合契約書締結日 平成25年２月６日

臨時株主総会開催日 平成25年３月14日

本件会社分割効力発生日 平成25年４月１日

（２）本件会社分割の形式

　三菱重工を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割であります。

（３）分割会社に割り当てられる承継会社となる会社の株式の数

　当社は本件会社分割の対価として、当社の普通株式27,213,437株及びＡ種種類株式32,274,744株の合計59,488,181株

を三菱重工に対して割り当て交付しました。なお、Ａ種種類株式は議決権を有しないものの、普通株式と実質的に同等

の価値となるよう、剰余金の配当や残余財産の分配では普通株式と同順位とし、また三菱重工は取得請求権の行使によ

りいつでも普通株式へと転換する権利を確保する一方で、当社は、かかる取得請求権が行使された場合、取得条項に基

づき、普通株式の時価にて、当該取得請求権が行使されたＡ種種類株式の全部又は一部を取得する権利を有していま

す。

（４）本件会社分割に係る割り当て内容の算定根拠

　当社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に、三菱重工は野村證券株式会社に、それぞれ本件会社分割に

際する割当株式数の算定を依頼し、当該第三者算定期間による算定結果を参考に、両社の財務状況、資産の状況、将来の

見通し等を総合的に勘案し、両社で割当株式数について慎重に協議を重ねました。その結果、両社は上記（３）の割当

株式数が妥当であり、両社の株主の利益に資すると判断し、合意に至りました。

EDINET提出書類

ニチユ三菱フォークリフト株式会社(E02136)

四半期報告書

17/22



（５)本件会社分割当事会社の概要

　 吸収分割会社 吸収分割承継会社

名称 三菱重工業株式会社 ニチユ三菱フォークリフト株式会社

所在地 東京都港区港南２丁目16番５号 京都府長岡京市東神足２丁目１番１号

代表者の役職・氏名 取締役社長 宮永 俊一 取締役社長 二ノ宮 秀明

事業内容

船舶・海洋、原動機、機械・鉄構、航空・宇

宙、汎用機・特殊車両、その他事業における

製造等

国内フォークリフト事業、海外事業、物流シ

ステム事業及びその他事業に係る製品の製

造、販売及び保守サービス

資本金 265,608百万円 4,890百万円

設立年月日 昭和25年１月11日 昭和12年８月４日

発行済株式数 3,373,647,813株 46,977,832株

決算期 ３月31日 ３月31日

従業員数 68,213名（連結）(平成25年３月31日現在)2,972名（連結）(平成25年３月31日現在)

（６）承継する部門の事業内容

　本件会社分割により承継する事業は、三菱重工のフォークリフト事業であります。

（７）承継会社の概要

商号
ニチユ三菱フォークリフト株式会社

（英文名：Mitsubishi Nichiyu Forklift Co., Ltd.）

所在地 京都府長岡京市東神足２丁目１番１号

代表者の役職・氏名 取締役社長　二ノ宮　秀明

事業内容
フォークリフト事業、物流システム事業及びその他事業に係る製品の製造、販売及び保守

サービス

資本金 4,890百万円

決算期 ３月31日

（８）企業結合に関する会計処理

　本吸収分割は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）の規定に基づいて

会計処理を実施いたしました。

（９）承継したフォークリフト事業の資産・負債内訳

項　　目 帳簿価額（百万円） 項　　目 帳簿価額（百万円）

流動資産 6,501 流動負債 431

固定資産 26,473 固定負債 －

合　　計 32,974 合　　計 431
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 報告セグメント
調整額
（百万円）

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）

　
国内事業
（百万円）

海外事業
（百万円）

計
（百万円）

 売上高 　 　 　 　 　

  (1)外部顧客に対する売上高 17,385 2,136 19,522 (－) 19,522

  (2)セグメント間の内部売上
高または振替高

976 305 1,282 (1,282) －

　　　計 18,361 2,442 20,804 (1,282) 19,522

 セグメント利益 270 116 386 (－) 386

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 報告セグメント
調整額
（百万円）

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）

　
国内事業
（百万円）

海外事業
（百万円）　

計
（百万円）

 売上高 　 　 　 　 　

  (1)外部顧客に対する売上高 17,656 30,511 48,168 (－) 48,168

  (2)セグメント間の内部売上
高または振替高

8,265 534 8,799 (8,799) －

　　　計 25,922 31,045 56,968 (8,799) 48,168

 セグメント利益 925 521 1,446 (－) 1,446

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、平成25年４月１日に三菱重工業株式会社よりフォークリフト事業を承継したことを受け、当第１

四半期連結会計期間より、報告セグメントの見直しを行ないました。

　当第１四半期連結会計期間より、従来の「物流システム事業」及び「その他事業」については、売上高・利益（損

失）に対する重要性が低下しているため「国内事業」に吸収統合したうえで、事業全体を「国内事業」「海外事

業」に分けております。

　なお、該当２事業の中では、「フォークリフト事業」が全体の90％以上を占めており、その他の事業は10％に満た

ないため、開示を省略しております。

　前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントに基づき作成したものを開示しており

ます。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「海外事業」セグメントにおいて、NICHIYU ASIA PTE. LTD.の100％子会社化及び三菱重工業株式会社からの

フォークリフト事業承継によるMitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.他15社を連結子会社化したこと

に伴い、のれんが1,660百万円増加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 2円34銭 5円7銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 109 539

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 109 539

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,905 106,393

(１)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 5円6銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 114

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　 平成25年８月６日

ニチユ三菱フォークリフト株式会社 　

　 取締役社長　 二ノ宮　秀明　殿 　

　  　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　美樹　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　聡　　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒澤　謙太郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチユ三菱フォー

クリフト株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年

４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチユ三菱フォークリフト株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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